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Ⅰ．はじめに
　平成21年度の税制改正は経済金融情勢
の危機的状況に対応し、景気回復の実現
に資する等の観点から住宅借入金等特別
控除の改正および特別税額控除の創設が
行われました。
　また、平成20年度改正事項のうち平成
21年分の所得税から適用されるものに注
意する必要があります。

Ⅱ．住宅・土地税制
１、住宅借入金等特別控除の改正
　①適用期限が５年延長される（平成11
年１月１日から平成25年12月31日までの
間に、居住の用に供した場合に適用でき
ます）とともに、控除期間、住宅借入金
等の年末残高の限度額および控除率等が
改められました。
　また、省エネ改修工事をした場合の要
件が緩和され、対象となる省エネ改修工
事の範囲が拡大されました（住宅特定改
修特別税額控除の適用を受ける場合には
除きます）。
　②認定長期優良住宅を新築した場合ま
たは新築で購入して平成21年６月４日か
ら平成25年12月31日までの間に、その者
の居住の用に供した場合の特例が創設さ
れました。
　③勤務先からの転任の命令等やむを得
ない事由により居住の用に供しなくなっ
た後、その事由が解消し、翌年以後再び
その家屋を居住の用に供した場合の特例
が創設されました。
　④増改築等をした部分を平成21年１月
１日以後に居住の用に供した場合に、そ
の増改築等について住宅借入金等特別控
除の適用ができることとされました。
　⑤特定の増改築等に係る住宅借入金等
特別控除および住宅耐震改修特別控除に
ついては適用期限が５年延長されまし
た。
　⑥住宅特定改修特別税額控除および認
定長期優良住宅新築等特別税額控除が創
設されました。

Ⅲ．その他の改正（事業所得関係分）
１、医療用機器等の特別償却について、
次の見直しが行われた上、その適用期限
が２年延長されました。
　①青色申告書を提出する個人で医療保
健業を営む者が、平成21年４月１日から
平成23年３月31日までの間に、新型イン
フルエンザに対応するため簡易陰圧装置
の取得等をしてその事業の用に供した場
合には、その用に供した日の属する年分
において、その取得価額の100分の20相

当額の特別償却ができる措置が加えられ
ました。
　②一般の医療用機器について、対象と
なる機器を、高度な医療の提供に資する
ものとして厚生労働大臣が財務大臣と協
議して指定するもの（平成21年厚生労働
省告示第248号）または薬事法に規定す
る高度管理医療機器、管理医療機器また
は一般医療機器で、同法の規定により厚
生労働大臣が指定した日の翌日から２年
以内のものに限るものとされました。
２、建替え病院用等建物の特別償却につ
いて、その適用期限が２年延長されまし
た。
３、電子証明書等特別控除の適用期限が
２年延長されました。

Ⅳ． 平成20年度および平成21年度
の改正による本年度適用分

１、減価償却資産の法定耐用年数の見直し
　法定耐用年数について、機械および装
置を中心に、資産区分が整理されるとと
もに、耐用年数が見直されました。
２、上場株式等の配当等に対する課税の
見直し（申告分離課税制度の創設）
　平成21年１月１日以後の配当等（大口
株主等が支払を受けるものを除きます）
に係る配当所得については、総合課税の
ほかに、15％（住民税は５％）の税率に
よる申告分離課税を選択することができ
ることとされました。なお、平成21年１
月１日から平成23年12月31日までの配当
所得については、７％（住民税は３％）
の税率が適用されます。
３、上場株式等に係る譲渡所得等に対す
る課税の見直し（上場株式等に係る譲渡
所得等の軽減税率の特例の改正）
　譲渡所得等の金額に対する７％（住民
税は３％）の軽減税率が平成20年12月31
日をもって廃止されましたが、平成21年
１月１日から平成23年12月31日までは、
引き続き７％（住民税は３％）の税率を
適用することとされました。
４、損益通算の特例の創設等（上場株式
等に係る譲渡損失の損益通算および繰越
控除）
　平成21年分以後の各年分について、譲
渡損失の金額と配当所得（申告分離課税
を選択したものに限ります）の金額との
損益通算および繰越控除（３年間）がで
きることとされました。

Ⅴ．減価償却の特例と
　　税額控除の選択適用
　青色申告者については、医療機器等に
ついて、通常の減価償却費の他に、取得
価額に対して一定率の特別償却（税額控

除が選択できる場合は有利な方を選択
可）、割増償却ができます。前年分に特
別償却、割増償却の不足額がある場合は
当年で控除できます。ただし、前年およ
び当年において繰越しに関する記載、明
細書の添付等が必要です。なお、これら
の特例の適用にあたっては計算明細の記
載と決算書３面償却欄に措置法条文の記
載が必要となるものがあります。

Ⅵ．事業所得（医業所得）の計算
１．保険診療収入が5,000万円以下の場合
　①所得計算の選択（青色申告、白色申
告を問いません）
　（ア）実額計算による所得計算
　（イ） 保険診療収入は「四段階の特

例」計算（措置法26条）、自由
診療収入は実額計算

　（ア）（イ）いずれか有利な計算方法
を選択できます。ただし、特例計算を選
択する場合は申告書２表の特例適用欄に
「措置法26条」と記載することが要件と
なっています。
　②「四段階の特例」とは、保険診療収
入に収入金額に応じた経費率を乗じた金
額を必要経費とし、保険診療に係る所得
を計算する方法ですが、具体的には、下
表により計算します。
■「四段階の特例」の必要経費の計算法
　収入金額　 必要経費率　
2,500万円以下の部分　 72％
2,500万円超3,000万円以下の部分　70％
3,000万円超4,000万円以下の部分　62％
4,000万円超5,000万円以下の部分　57％
　③特例計算を選択する場合の自由診療
等に係る所得の計算は、「青色申告決算
書（一般用）付表」《医師及び歯科医師
用》、また白色申告の場合は、「収支内訳
書（一般用）付表」《医師及び歯科医師
用》を用いて計算します。
　保険診療収入は点数からの逆算により
計算しますので、実額で把握した保険診
療収入とは異なる場合があります。必要
経費については、記帳に基づき計算され
た総額を、まず保険診療収入と自由診療
収入に固有の経費に区分します。次に共
通経費については、原則として収入金額
基準で配分します。自由診療収入に対応
する固有経費と共通経費のうち自由診療
収入に配分されたものの合計が自由診療
収入の必要経費となります。
　記帳がされていなくて必要経費が計算
できないときは、「自費等収入所得率
表」（表）によって所得計算する他ない
でしょう。
２．保険診療収入が5,000万円超の場合
　保険診療収入が5,000万円超の場合
は、「四段階の特例」は適用できませ
ん。記帳に基づき実際の収入、必要経費
を計算します（実額計算）。
３．「青色申告決算書」「収支内訳書」
（白色申告書）の作成上の留意点
　①保険診療収入
　（ア）国保、支払基金、介護保険等の
通知書から点数逆算金額を算出して集計
します。具体的には、別掲の収支内訳書
記載の方法を参考にしてください（３面
資料）。
　（イ）実額計算の場合は、窓口保険収
入と国保、支払基金および介護保険の振
込額を合計した金額となります。なお、
未収金を含みます。
　②自由診療収入
　窓口自由診療収入（文書料等を含
む）、介護保険の主治医意見書作成料、
特定健診・特定保健指導料等を集計しま
す。なお、未収金を含みます。
　③期首棚卸、期中仕入、期末棚卸
　期首棚卸には、平成20年の期末棚卸額
を記入します。期末棚卸には、平成21年
12月31日現在の在庫有高を記入します。
期中仕入は、平成21年１月１日から12月

31日までに納入された薬品等の金額を記
入します。毎月の締切日が末日以外の場
合、平成22年１月締め分の請求書から平
成21年12月中の仕入高を加算しなければ
なりません。
　④接待交際費
　税務調査の重点項目とされていますか
ら、領収書等に接待、贈答の相手先、目
的等をメモし、事業に直接関連する費用
であることが説明できるようにしておく
ことが必要です。
　⑤青色事業専従者給与
　事前に「青色事業専従者給与に関する
届出書」が提出されていること、給与の
対価が届出の額であり職務対価として適
正であること、従事可能期間のおおむね
２分の１以上の従事期間があること、支
払の記帳があること等が要件とされてい
ます。調査に際しては、従事の程度や適
正額であるかどうかに重点を置かれます
ので、従事内容、従事期間、金額の妥当
性を説明できるようにしておくことが必
要です。
　⑥家事関連費の処理
　医院と自宅が兼用されている場合は、
電気代、水道代、ガス代、電話料、固定
資産税、借入金利息等については、家事
費になる部分は必要経費になりませんか
ら、合理的に計算して必要経費から除外
しておくことが必要です。医院と自宅が
兼用されていない場合であっても、必要
経費全般の記帳にあたり、事業との関連
性を説明できるようにしておく必要があ
ります。

Ⅶ．その他の所得について
１．給与所得
　校医手当、保健所や医師会の出務手当
等は、「源泉徴収票」で把握し、申告書
に添付します。
２．譲渡所得
　車両や医療機器を下取りに出した場合
は、下取金額を収入金額としてその残存
帳簿価額を控除し、そこから50万円の特
別控除ができます（譲渡利益が限度）。
５年以上保有した資産である場合は、さ
らに２分の１をした金額が課税対象とな
ります。譲渡損失がある場合は、他の所
得と損益通算できます。ゴルフ会員権の
譲渡も同様です。
３．一時所得
　生命保険や保険医年金の解約金・満期
返戻金等は一時所得の収入金額となりま
す。収入金額から収入を得るために支払
った掛金を控除し、利益を限度に50万円
の特別控除ができます。さらに２分の１
をした金額が所得となります。
４．雑所得
　原稿料、講演料等の報酬は雑所得とな
ります。収入からこれに対応する費用を
控除して所得を計算します。収入が少額
である場合は、慣例的に収入の30％を必
要経費として申告している場合が多くあ
ります。この「支払調書」がある場合は
申告書に添付してください。
　その他、公的年金、私的年金を受給し
ている場合も雑所得となります。この
「源泉徴収票」は申告書に添付します。
５．新規開業医の注意点
　新規開業の場合は、本年度は当初費用
が多いこと、収入が伸びない場合がある
こと等により事業所得が赤字である場合
があります。このような場合は勤務期間
中の給与所得・退職所得の申告を忘れず
にすることが必要です。給与・退職金か
ら源泉徴収された税金がある場合は、還
付金の請求ができる場合があります。
「給与所得の源泉徴収票」「退職所得の源
泉徴収票」を申告書に添付してください。

■　自費等収入修正率
　　（調整率）表表　自費等収入所得率表（ ）は経費率

■　特別経費となるもの
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確定申告の留意点確定申告の留意点平成21年分

 （３面へ続く）


